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岐阜県気候変動適応センター 事業概要

情報収集・整理・分析事業 共同研究事業

人材育成事業・普及啓発事業

技術支援事業

岐阜県における気候変動影響情報を
収集整理分析し、岐阜県の気候変動適
応計画の立案や、県民への情報提供を
行います。

県のニーズと岐阜大学の研究シーズが合致するテーマについて、
年数件程度の共同研究を実施し、研究成果について分かりやすく
提供する取り組みを進めます。
岐阜県が保有する経験値、岐阜大学の科学知、地域のステークホ
ルダーとの協働により、効果的な適応策を共創します。

岐阜県における気候変動影響情
報を収集整理分析し、岐阜県気候
変動適応計画の立案や、県民への
情報提供を行います。

岐阜県地球温暖化防止・
気候変動適応計画
第1章 総論
第2章 現状・将来予測
第3章 温室効果ガス
第4章 排出削減目標
第5章 排出抑制策
第6章 気候変動影響予測

と適応策
第７章 計画進捗管理

環境省・気象庁等の
公開情報

岐阜県気候変動適応センター
による影響予測・適応策

温暖化活動推進員向け研修

市民向けの普及啓発
親しみやすい解説教材

• 温暖化活動推進員向け研修
• 市町村担当者向け研修
• 市民向け普及啓発媒体
• 小中学校向け総合学習教材
開発（試行中）

• 行政担当者／学生向け講習
プログラム（検討中）

202３年１月版

県民・基礎自治体・産業界からの要請への対応や技術的支援を行い
ます。岐阜県における関係委員会等に岐阜大学から有識者を派遣
します。

• 岐阜県温暖化対策実行計画懇談会，その他関係委員会への専門家派遣
• 県庁内の気候変動適応分野別会議への知見の提供 他

【 202３年度予定の共同研究】

(1) 温暖化に伴うクリ品種の収穫期に及ぼす影響と産地別品種
マップの作成

(2) 豪雨災害の増加と都市における災害リスクの評価及び
課題分析

(3) 気候変動のアユへの影響と適応策の検討
(4) 田んぼダムの治水活用検討
(5) 気候変動による外力の増加に対する流域治水のポテンシャ

ル検討
(6) 緩和に資する共同研究（森林の炭素吸収に係る研究）（仮）

• 2020-1 カキへの温暖化影響評価と適地マップの作成
• 2020-2 森林・中山間農業における雪害・風害リスクの将来予

測
• 2020-3 洪水・土砂災害の発生増加と人口減少の複合影響評価
• 2020-4 将来気候における岐阜県の台風や豪雨

• 2021-1温暖化に伴うクリ品種の収穫期に及ぼす影響と産地別
• 品種マップの作成
• 2021-2温暖化に伴うジャンボタニシの分布・被害拡大リスク評
• 価
• 202１-3豪雨災害の増加と都市における災害リスクの評価及び

課題分析
• 暑熱分野に係る気候変動影響情報収集・分析事業

【 過去の共同研究（参考）】



〇気候変動予測や影響評価に先駆的に取り組む岐阜大学と、地域における気候変動の適応を推進する岐阜県が
連携し、「岐阜県気候変動適応センター」をＲ２年4月に共同設置。

〇大学と地方自治体による共同設置形態は全国初。地域ニーズに基づく気候変動影響評価の共同研究機能、適
応推進に向けた人材育成機能を持つセンターは独自。

岐阜県気候変動適応センター（令和2年4月設置）

・地域気候変動研究部

門

・森林研究部門

・農業適応研究部門

・水環境研究部門

・社会システム研究部門

・地域連携研究部門

・気候変動影響評
価の共同研究
・適応推進に向けた
人材育成
・共同研究成果の
普及啓発
・適応策等の技術
的支援 など

・影響評価の共同研究、成果普及等へ参画

・適応策の検討、実施への技術的協力 など

関係学部・関係センター
応用生物化学部、工学部、医学部、流域圏科学研究セン
ター、清流の国ぎふ防災・減災センター、工学部附属応
用気象研究センターなど

センター長
岐阜大学教授

副センター長
環境生活部長

センタースタッフ

大学教員、県職員 等

地域環境変動適応研究センター

分野別会議

・気候変動のニーズの収集（分野別会議）
・適応計画の策定、進捗管理（庁内会議）
・県民、事業者への普及啓発、相談対応

など

庁内連絡会議

・庁内(分野別)会議、共同研究への参画
・適応策の検討、実施 など

岐阜県気候変動適応センター

関係部局・研究機関
清流の国推進部、危機管理部、健康福祉部、商工労働
部、農政部、林政部、県土整備部、都市建築部、保健
環境研究所、農業技術センターなど

適応センター運営会議

環境生活部
脱炭素社会推進課

岐 阜 県 岐 阜 大 学



 地域の持続可能性に影響を及ぼしうる環境の変動に対する適応を，岐阜大学の環境科学分野と応用分野
の幅広い連携によって推進する． 気象-森林-水文・河川・水環境-農地-生態系-地域社会経済・行政

 岐阜県とともに 『岐阜県気候変動適応センター』を開始．（2020年4月設置）

地域の行政・産業・市民の皆様，全国の関連研究コミュニティと力を合わせ，
気候変動・人口減少に適応した22世紀型の流域圏の実現を，環境科学技術の側面から強力に推進する．

地域気候変動研究部門 森林研究部門 水環境研究部門

農業適応研究部門 社会システム研究部門 地域連携研究部門

気候変動予測情報
に基づく地域の気
候変動影響

台風・豪雨・渇水等
の極端気象現象の
将来予測

森林による温室
効果ガス吸収能
とその変動予測

森林管理，林業
分野における適
応策の検討

水資源や物質動態
に対する温暖化影
響の評価

河川・農地の生態
系，水産魚種への
影響と適応策

岐阜県主要農産物
への気候変動影響

気候変動適応策と
しての作付け品種
転換・育種等

気候変動・人口減少が地域経済
地域コミュニティに与える影響と
適応策の提案

地域への適応策の社会実装方法の研究
行政機関との連携窓口．
本部門を介して他研究部門と連携

•地域気候変動研究部門 2名
•森林研究部門 4名
•水環境研究部門 7名
•農業適応研究部門 2名
•社会システム研究部門 4名
•地域連携研究部門 2名



行政×地方大学によって可能になること
◆ 気候変動（と人口減少）によって、岐阜県ではどのような影響が予測されるのか？

◆ 予測される影響に対して、どのような適応策が有効なのか？実行可能なのか？

• 県職員は数年に一度は異動、今までの実務体系には含まれていなかった専門的な情報
を一朝一夕に理解することは難しい
⇒複雑で分かりづらい専門情報を、行政職員向け、市民向けに分かりやすく翻訳、解説す
るインタープリター （岐阜大学）

• 気候変動の予測情報は日進月歩で更新されているが、専門家でなくては正しく理解す
ることが難しい、行政職員では使いこなせない
• 岐阜県においてどのような影響が予想されるのか，全国レベルの情報では粗すぎてよ
く分からない
⇒気候変動予測情報の読み解きと，影響予測への活用 （大学） ⇒岐阜県における詳細な
影響予測の実施，適応策の検討 （県 × 大学）

県行政が有する、行政としての経験知や現場知と、大学の科学知や専門知を融合する
ことにより、岐阜県における気候変動影響予測を実施し、効果的な適応策を見出す

岐阜県が持つ「経験知」：行政しか知りえない過去数十年の地域の情報の蓄積、地域の方々との強力な繋がり

岐阜大学が持つ「科学知」：複雑で難解な専門情報を行政職員・市民向けに分かりやすく解説するほか、詳細な影響予測の実施が
可能



１．庁内連絡会議
分野別会議
の目的

２. 岐阜県気候変動適応センター設置までの動き ３.気候変動適応分野別会議（自然災害分野）の開催

気候変動適応庁内連絡会議について

・ 本県の気候変動適応の取組みを効率的・効果的に推進するため関係課を招集し、部局を横断した情報提供・意見交換を行うこと。
・ 加えて、気候変動適応が取り扱う事象は様々で、適応施策の効果的な実施には関係課の連携が不可欠であるため、各分野ごとに関係課・係
を招集した分野別会議を別に開催し、関係・専門分野間での共通認識の形成を図るとともに、気候変動適応センターの調査研究やその他県
として実行可能な取組みを見出すための検討の場として運用

・清流の国ぎふ防災・減災センター設置（岐阜県危機管理部＋岐阜大学）
（2015.4～）
・文科省気候変動適応技術社会実装プログラムSI-CATモデル自治体
（2015-2019）
・岐阜県を対象とした水防災分野における気候変動影響予測と適応
策の社会実装
・地域気候シナリオを活用した水害・土砂災害への影響予測
・人口減少を加味した地域防災への影響と適応策
・ステークホルダーへのヒアリング・分析・ワークショップを通じ
た地域適応シナリオの構築

・庁内連絡会議による横断的な気候変動適応の検討体制（2015-）
（岐阜県環境生活部＋岐阜大学 ）

・総合治水勉強会 （2017.11.20）
・気候変動影響評価の結果を、県・国（国土交通省）研究者で共有
・総合治水・流域治水先進県（滋賀県、兵庫県、埼玉県）の取組みに学ぶ
⇒岐阜県の地勢と実情に応じた総合治水・流域治水の必要性を認識

・岐阜県気候変動適応センター 設置（2020.4）後
・2020.6.30 気候変動×防災に関する共同メッセージを受けて、
庁内連絡会議からより専門分野の議論へ派生した分野別会議（自然災
害分野）での勉強会を開催（関連部局の動き情報共有、適応復
興って何？、今後分野別会議で具体な議論を進める旨連絡）
•清流の国推進部、危機管理部、環境生活部、農政部、林政部、県
土整備部、都市建築部

【情報共有と議論の結果、明らかになったこと（共有された課題） 】
・本来、一体的に議論されるべき施策が、各省庁からバラバラに落
ちてきており、全体像が見えない
・国の施策体系が落ち着くまでは動きがとりづらい
・各メニューを総合化した際に、地域の姿がどのようになるか全体
像をイメージする必要があるが現状では難しい

（2021年はコロナ禍により開催なし）

この数年で、各分野での新しい施策も順次始まっているこ

とから、施策間の情報を共有し、岐阜県下における各施策

を各部局で効果的に進めていただくため、２０２２年度は岐

阜大学と三菱総研（環境省モデル事業受託者）がサポートす

る形で開催。



「気候変動×防災」の議論状況について

・ 令和２年６月に小泉環境大臣・武田内閣府特命担当大臣共同メッセージとして、 気候危機時代の「気候変動 ×防災戦略」 を公表。

・ 近年の気象災害の頻発化・激甚化に鑑み、気候変動リスクを踏まえた抜本的な防災・減災対策が必要。その一環として、「適応復興」の
発想を持つことの重要性を提案。

・ 環境省では令和3年10月に適応計画を変更し、防災含む幅広い分野で適応策を拡充、KPIを設定。また、適応法に基づき
国は地域における適応の強化を引き続き推進するとしている。

背景



参考 ： 気候変動防災の主流化（環境省、内閣府（防災）） R2.9月



参考 ： 総力戦で挑む防災・減災プロジェクト（国交省 総合政策局、水管理・国土保全局）



参考 ： 立地適正化計画作成の手引き（国交省 都市局）



岐阜県での「気候変動×防災」への対応方針 （岐阜大学 原田守啓准教授提案）

・ 各省庁で表現は違うものの、目指している方向性は同じ。
－ 流域治水（国交省）は「関係者間の協働」
－ 気候変動×防災は、「主流化（あらゆる分野で取り組まれる状況）」

・ バラバラに落ちてくるように見える縦割り施策を、岐阜県におい
てより効果的に運用するためには、庁内の各部局の施策情報の共
有と関係性の把握が重要。

・ 情報の分析や、不足する情報は、岐阜県気候変動適応センター
の枠組みを用いて検討。



１．分野別会議
の取組み内容

２.第1回分野別会議（自然災害分野）（R4.８月26日（金）） ３.第2回分野別会議（自然災害分野）（R4.10月26（水））

気候変動適応分野別会議（自然災害分野）の議論状況

・ 気候変動適応分野別会議（自然災害分野）を開催し、R4年度は以下を実施する。
・「気候変動×防災」に関する国の施策体系の整理と理解促進
・関係施策を効果的に組み合わせることによって得られる地域の将来像の共有
・潜在的適応策・追加適応策の検討（議論の状況に応じて実施）

・ 出席者：岐阜大学／岐阜県危機管理部、農政部、林政部、県土整備部、
都市建築部、環境生活部の各担当課係長クラス（２０所属）

・ 議論結果：
(1)分野別会議の趣旨を岐阜県気候変動適応センター担当より説明。

適応策の効果的な実施のため関係課の連携が不可欠。
分野別会議を通じて共通認識の形成を図るとともに、気候変動適応
センターの調査研究やその他県として実行可能な取組みを見出すた
めの検討の参考にしていただくという目的が共有された。

(2) 岐阜大学原田准教授(岐阜県気候変動適応センター)よりモデル事業
について事前説明。第2回以降の議論にて、各部局から各事業部にお
ける関連施策に関して情報提供していくこととなった。

・ 出席者：岐阜大学／岐阜県危機管理部、農政部、林政部、県土整備部、
都市建築部、環境生活部担当課係長クラス（１８所属）

・ 議論結果：
4課及び岐阜県気候変動適応センター担当より情報提供。
- 河川課「流域治水」：利水ダム等の事前放流、水害リスクマップの情報
拡充、早期復旧・復興のための排水ポンプ車の配備

-農地整備課「たんぼダム実証事業」：田んぼダム実証事業や導入マニュ
アルの作成予定

-道路維持課「防災減災国土強靭化5か年計画」：災害に強い国土幹線
道路ネットワークの構築、道路の老朽化対策等

-住宅課「環境負荷低減型ぎふの住まい普及事業費補助金」：高い省エ
ネ性能を有する住宅への補助

-三菱総研「気候変動×防災」に係る国施策等の最新動向

・ まちづくりでの活用を見据えたリスクマップの効果的な情報拡充、河
川・水田・田畑等の治水機能効果、インフラの老朽化を見据えたまちづ
くりや減災策、環境配慮と災害対応の両機能を備えた住宅について、
岐阜大学と担当各課で意見交換を実施

⇒議論内容は今年度～来年度におけるトピックの素案として

事務局で取りまとめ。担当各課への国及び県の気候変動適

応に係る関連施策照会と情報交換を継続予定



環境省「気候変動×防災」推進のためのモデル事業への協力について（モデル自治体むけ説明資料抜粋）

・ 令和２年６月に小泉環境大臣・武田内閣府特命担当大臣共同メッセージとして、 気候危機時代の「気候変動 ×防災戦略」 を公表。

・ 近年の気象災害の頻発化・激甚化に鑑み、気候変動リスクを踏まえた抜本的な防災・減災対策が必要。その一環として、「適応復興」の
発想を持つことの重要性を提案。

・ 環境省では令和3年10月に適応計画を変更し、防災含む幅広い分野で適応策を拡充、KPIを設定。また、適応法に基づき
国は地域における適応の強化を引き続き推進するとしている。

背景

【国における「気候変動×防災」推進の方向性（自然災害分野）】

・国では環境省が旗振り役となり気候変動適応を推進すべく、適応策の拡充とKPI設定を行ったところ（R3.10月計画改訂）

・地域においても同様に適応策推進の旗振り役を期待。

・自然災害分野においては、管轄部署が河川・県土整備・危機管理・復興等に分かれ、管轄部署ごとに個別の対策がなされている。
「気候変動×防災」を切り口に地域一体で効果的に取り組みを促進していく必要がある。

・その方向性として自治体向けマニュアルを提示していきたい（R5年度に策定予定）。

・自治体向けマニュアル策定にあたり、協力していただけるモデル自治体を選び、モデル事業において得られた課題や事例をマ
ニュアルに取りまとめていく予定。

目的

・ 令和２年６月策定の気候危機時代の「気候変動×防災」戦略に基づき、地方公共団体が防災対策を検討し関連計画を見直す際に活用
できるマニュアルの作成をR5年度に予定。

※ 「気候変動×防災」の取組検討をモデル的に実施し、課題などを洗い出すためのモデル事業をR4年度から２か年で一部自
治体で実施。
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